
（平成２６年２月５日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認九州地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 15 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 14 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 10 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 7 件



九州（宮崎）国民年金 事案 2747 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年７月から 52 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 51年７月から 52年３月まで 

国民年金については、私の父が、加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料も納税組合の集金により納付していたので、申立期間が未納期間と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の父親は、申立期間当時、自身の分と合わせて、妻、申立人、申立

人の兄及びその妻の国民年金保険料を納付していた旨供述しているところ、

申立人の両親及び兄に係るＡ市の国民年金被保険者名簿において、申立期間

と同時期の保険料は納付済みとなっていることが確認できる。 

また、申立期間は、９か月と短期間である上、申立人の父親及び兄の供述

から、申立期間及びその前後の期間を通じて、申立人及びその家族の生活状

況に大きな変化は無かったものと推認され、申立期間の保険料が未納とされ

ているのは不自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 

 

  



九州（鹿児島）厚生年金 事案 5003 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得日は昭和 19 年６月

６日、同資格の喪失日は 20 年８月 28 日であると認められることから、申立

人の厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正するこ

とが必要である。 

 なお、昭和 19 年６月から 20 年７月までの標準報酬月額については、20 円

とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和７年生 

住    所 ：  

                

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年６月６日から 20年８月頃まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入記録について照会を行ったところ、Ａ

社における被保険者資格の喪失日が不明であり、喪失日を昭和 19 年７月１

日に設定することに同意するか、同意しない場合には年金記録確認第三者

委員会に申し立てる必要がある旨の連絡を受けた。同社には、終戦後の 20

年８月頃まで勤務していたので、申立期間について厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により、申立人が昭和 19 年

６月６日に同社において厚生年金保険被保険者資格を取得していることが確

認できるが、同名簿の申立人の資格喪失年月日欄は空欄であり、同喪失日を

確認することができない。 

 一方、申立人は、終戦時の玉音放送をＡ社の事務所の前で同僚と一緒に聞

いたことを鮮明に記憶している上、前述の被保険者名簿により申立期間に厚

生年金保険被保険者記録が確認できる同僚は、申立人の退職時期は自身が退

職した昭和 20 年 11 月頃又はその少し前だった旨供述していることから、申

立人は、申立期間においてＡ社に勤務していたことがうかがえる。 

 また、前述の被保険者名簿については、書換えが行われる前と後のものが

確認でき、書換え後の同名簿においては申立人の姓名は記載されていないと

 

  

  

 



ころ、申立人の資格喪失年月日欄が空欄とされている書換え前の同名簿にお

いて、被保険者の最終の資格喪失年月日は昭和 20 年８月 28 日となっている

ことが確認できることから、当該名簿の書換えは同日以降に行われたと考え

られ、申立人のＡ社に係る被保険者記録は、同日まで継続していたと考える

のが自然である。 

  これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 19 年６月６日にＡ

社において厚生年金保険被保険者資格を取得し、20 年８月 28 日に同資格を

喪失した旨の届出を社会保険事務所（当時）に行ったことが認められること

から、申立人に係る厚生年金保険被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記

録を訂正することが必要である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る厚生年金

保険被保険者資格の取得時（昭和 19 年６月）の健康保険厚生年金保険被保険

者名簿の記録から 20円とすることが妥当である。 

 

 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5004 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、15 万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 40年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年１月 13日 

私は、Ａ社に勤務し、平成 17 年１月に賞与の支給を受け、当該賞与から

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞

与額の記録が確認できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市が提出した申立人のＡ社に係る平成 17 年分の給与支払報告書及び申立

人が提出した預金通帳の写しにより、申立人は、申立期間において、申立事

業所から賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが推認できる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の給与支払報告書等により

算出した賞与額及び保険料控除額から、15 万 5,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立期間当時の事業主は不明であると回答しているが、Ａ社が加入し

ていた健康保険組合及び厚生年金基金の加入記録に申立人の申立期間におけ

る賞与支給の記録が無く、健康保険組合、厚生年金基金及び社会保険事務所

（当時）のそれぞれが、事業主から当該賞与に係る届出があったにもかかわ

らず、いずれも当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主は、申

立期間に係る賞与額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5005 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、２万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年１月 13日 

私は、Ａ社に勤務し、平成 17 年１月に賞与の支給を受け、当該賞与から

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞

与額の記録が確認できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市が提出した申立人のＡ社に係る平成 17 年分の給与支払報告書及び申立

人が提出した金融機関口座の取引明細表の写しにより、申立人は、申立期間

において、申立事業所から賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが推認できる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の給与支払報告書等により

算出した賞与額及び保険料控除額から、２万 8,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立期間当時の事業主は不明であると回答しているが、Ａ社が加入し

ていた健康保険組合及び厚生年金基金の加入記録に申立人の申立期間におけ

る賞与支給の記録が無く、健康保険組合、厚生年金基金及び社会保険事務所

（当時）のそれぞれが、事業主から当該賞与に係る届出があったにもかかわ

らず、いずれも当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主は、申

立期間に係る賞与額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5006 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を、７万

5,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 54年生 

住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 17年１月 13日 

私は、Ａ社に勤務し、平成 17 年１月に賞与の支給を受け、当該賞与から

厚生年金保険料が控除されていたにもかかわらず、当該期間に係る標準賞

与額の記録が確認できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ市が提出した申立人のＡ社に係る平成 17 年分の給与支払報告書及び申立

人が提出した金融機関口座の取引明細表の写しにより、申立人は、申立期間

において、申立事業所から賞与の支給を受け、厚生年金保険料を事業主によ

り賞与から控除されていたことが推認できる。 

また、申立期間の標準賞与額については、前述の給与支払報告書等により

算出した賞与額及び保険料控除額から、７万 5,000 円とすることが妥当であ

る。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、申立期間当時の事業主は不明であると回答しているが、Ａ社が加入し

ていた健康保険組合及び厚生年金基金の加入記録に申立人の申立期間におけ

る賞与支給の記録が無く、健康保険組合、厚生年金基金及び社会保険事務所

（当時）のそれぞれが、事業主から当該賞与に係る届出があったにもかかわ

らず、いずれも当該届出を記録しないとは考え難いことから、事業主は、申

立期間に係る賞与額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行ってお

らず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5007 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 10 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 28 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

住    所 ：  

    

    

    

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月 30日から同年７月１日まで 

 Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に異動した際の厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間においても継続して勤務したので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社の回答及び申立人と同時期に異動した同僚

が所持する給与明細書から、申立人は、同社及び同社の関連会社であるＢ社

に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録によるとＢ社は平成 10 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同日まではＡ社において被保

険者資格を有するべきものと考えられることから、同日とすることが妥当で

ある。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 10 年

５月のオンライン記録から、28万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は当時の関係資料を保管しておらず不明と回答してい

るが、事業主が資格喪失日を平成 10 年７月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤って記録するとは考え難

 

  

 



いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5008 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 10 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月 30日から同年７月１日まで 

 Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に異動した際の厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間においても継続して勤務したので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社の回答及び申立人と同時期に異動した同僚

が所持する給与明細書から、申立人は、同社及び同社の関連会社であるＢ社

に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録によるとＢ社は平成 10 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同日まではＡ社において被保

険者資格を有するべきものと考えられることから、同日とすることが妥当で

ある。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 10 年

５月のオンライン記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は当時の関係資料を保管しておらず不明と回答してい

るが、事業主が資格喪失日を平成 10 年７月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤って記録するとは考え難

  

  



いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5009 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 10 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月 30日から同年７月１日まで 

  Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に異動した際の厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間においても継続して勤務したので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社の回答及び申立人と同時期に異動した同僚

が所持する給与明細書から、申立人は、同社及び同社の関連会社であるＢ社

に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録によるとＢ社は平成 10 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同日まではＡ社において被保

険者資格を有するべきものと考えられることから、同日とすることが妥当で

ある。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 10 年

５月のオンライン記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は当時の関係資料を保管しておらず不明と回答してい

るが、事業主が資格喪失日を平成 10 年７月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤って記録するとは考え難

  



いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5010 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記

録を平成 10 年７月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 34 万円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 10年６月 30日から同年７月１日まで 

  Ａ社から同社の関連会社であるＢ社に異動した際の厚生年金保険の被保

険者記録が確認できない。申立期間においても継続して勤務したので、厚

生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ａ社の回答及び申立人と同時期に異動した同僚

が所持する給与明細書から、申立人は、同社及び同社の関連会社であるＢ社

に継続して勤務し（Ａ社からＢ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、オンライン記録によるとＢ社は平成 10 年７月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっており、同日まではＡ社において被保

険者資格を有するべきものと考えられることから、同日とすることが妥当で

ある。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る平成 10 年

５月のオンライン記録から、34万円とすることが妥当である。 

なお、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の

履行については、Ａ社は当時の関係資料を保管しておらず不明と回答してい

るが、事業主が資格喪失日を平成 10 年７月１日と届け出たにもかかわらず、

社会保険事務所（当時）がこれを同年６月 30 日と誤って記録するとは考え難

  

  



いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5011 

 

第１ 委員会の結論 

申立期間②について、申立人のＡ社における船員保険被保険者資格の喪失

日は昭和 18 年２月 25 日であり、同社における資格の取得日は同日であると

認められることから、申立期間②に係る船員保険被保険者資格の喪失日及び

取得日を訂正することが必要である。 

なお、Ａ社における昭和 18 年２月 25 日の資格取得時の標準報酬月額につ

いては、120円とすることが妥当である。 

また、当該期間を戦時加算該当期間とすることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 明治 40年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 16年２月８日から 17年６月 27日まで 

② 昭和 18年２月 16日から同年３月 15日まで 

③ 昭和 23年 11月 24日から 24年４月１日まで 

私は、申立期間においてＢ社（現在は、Ｃ社）が所有する船舶に船員と

して乗り組んでいたので、申立期間を船員保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間②について、Ｃ社が提出した申立人に係る人事記録により、申

立期間②の前後の期間を通じてＤ船舶に乗船していた旨の記載が確認でき

る。 

また、オンライン記録では、申立人は船員保険被保険者資格を昭和 18 年

２月 16 日に喪失し、同年３月 15 日に再度取得しているが、Ｄ船舶に係る

船員保険被保険者名簿（名簿上の船舶所有者は、Ｂ社の関連会社であるＡ

社）によると、申立人は同資格を同年２月 25 日に喪失し、同日付けで再度

取得していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が船員保険被保険者資

格を昭和 18 年２月 25 日に喪失し、同日に取得した旨の届出を社会保険事

務所（当時）に対して行っていたことが認められる。 

  



なお、申立期間②の標準報酬月額については、前述の被保険者名簿に係

る申立人の船員保険被保険者資格の取得時（昭和 18 年２月 25 日）の記録

から、120円とすることが妥当である。 

また、日本年金機構が保管する戦時加算該当船舶名簿において、Ｄ船舶

は申立期間②の前後の期間を通じて戦時加算該当船舶となっていることが

確認できることから、申立期間②を戦時加算該当期間とすることが必要で

ある。 

 

２ 申立期間①及び③について、Ｃ社は、「当時は、Ｅ会が管理していたた

め、申立人に係る関連資料は、提出した人事記録以外は保管していな

い。」と回答しており、船員保険料の控除について確認できる資料を得る

ことができない。 

また、申立期間①について、当時の船員保険法では、実際に船舶に乗り

組んでいた船員を船員保険の被保険者とする旨規定されているところ、前

述の人事記録では申立人の乗船を確認できない上、船員保険被保険者台帳

によれば、申立人はＢ社に係る船員保険被保険者の資格を昭和 16 年２月８

日に喪失し、同社に係る船員保険被保険者資格を 17 年６月 27 日に再度取

得していることが確認でき、オンライン記録と一致している。 

さらに、申立期間③について、前述の人事記録により、申立人はＡ社が

所有する船舶に昭和 23 年１月 15 日に乗り組み同年 12 月 24 日に下船して

いることが確認できることから、申立人は、申立期間のうち同年 11 月 24

日から同年 12 月 24 日までの期間については、同社が所有する船舶に乗り

組んでいたことが確認できるものの、同年 12 月 25 日から 24 年４月１日ま

での期間については、申立人の乗船は確認できない上、前述の船員保険被

保険者台帳及びＡ社が所有する船舶に係る船員保険被保険者名簿によれば、

申立人は 23 年 11 月 24 日に船員保険被保険者資格を喪失していることが確

認でき、オンライン記録と一致する。 

加えて、Ｆ組合が提出した申立人に係る組合費納入原簿では、申立人の

組合加入日は昭和 24 年４月１日との記載が確認でき、申立期間③に係る申

立人の勤務実態をうかがうことはできない。 

また、申立人の申立期間①及び③に係る船員保険の加入状況に係る関連

資料等は無く、このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間①及び③に係る船員保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5012 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格喪失日に係る記録を昭和 38 年８月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を１万 6,000円とすることが必要である。 

 なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 16年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年７月 30日から同年８月１日まで 

 年金請求の手続をした際、Ａ社Ｃ支店から同社本社に異動した申立期間の

厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。 

 Ａ社に継続して勤務していたことは間違いないので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険の被保険者記録、Ｂ社が提出した人事記録及び同社の回答から判断

すると、申立人がＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店から同社本社に異動）、

申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により控除されていたことが認められ

る。 

 なお、異動日については、申立人及び同僚の供述から、申立人は申立期間に

おいてＡ社Ｃ支店に勤務していたと認められることから、申立人が同社本社に

おいて厚生年金保険被保険者の資格を取得した昭和 38 年８月１日とすること

が妥当である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和 38 年６月の記録から、１万 6,000 円と

することが妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否

かについては、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料及

  

  

  

  



び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所（当時）

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5013 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 18 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 23年７月 15日 

申立期間については、賞与の支給があり、厚生年金保険料が控除されて

いるが、Ａ事業所から年金事務所への賞与支払届の提出が遅れたことによ

り、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額の記録とされている。申立

期間について年金額の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した申立人に係る平成 23 年７月 15 日の賞与支払明細書

（控）の写しにより、申立人は、申立期間において支給された賞与から厚生年

金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額又は申立人の賞与支給額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、前述の賞与支払明細

書（控）の写しにより確認できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、

  



18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間当時に事務手続を行っていなかったとして、政府の

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 25年 10月１日に賞

与支払届を提出していることから、年金事務所は、申立人に係る申立期間の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5014 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を５万円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 23年７月 15日 

申立期間については、賞与の支給があり、厚生年金保険料が控除されて

いるが、Ａ事業所から年金事務所への賞与支払届の提出が遅れたことによ

り、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額の記録とされている。申立

期間について年金額の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所が提出した申立人に係る平成 23 年７月 15 日の賞与支払明細書

（控）の写しにより、申立人は、申立期間において支給された賞与から厚生年

金保険料を事業主により控除されていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額又は申立人の賞与支給額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

したがって、申立期間に係る標準賞与額については、前述の賞与支払明細

書（控）の写しにより確認できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、

  



５万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間当時に事務手続を行っていなかったとして、政府の

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 25年 10月１日に賞

与支払届を提出していることから、年金事務所は、申立人に係る申立期間の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5015 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、厚生年金保険法第

75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記

録とされているが、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を 17 万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 60年生 

住 所 ：  

 

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 23年７月 15日 

申立期間については、賞与の支給があり、厚生年金保険料が控除されて

いるが、Ａ事業所から年金事務所への賞与支払届の提出が遅れたことによ

り、年金額の計算の基礎とならない標準賞与額の記録とされている。申立

期間について年金額の基礎となる標準賞与額の記録として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する平成 23 年７月 15 日の賞与支払明細書の写し及びＡ事業

所が提出した申立人に係る当該賞与支払明細書（控）の写しにより、申立人は、

申立期間において支給された賞与から厚生年金保険料を事業主により控除され

ていたことが認められる。 

一方、特例法に基づき、標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録

の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる

厚生年金保険料額又は申立人の賞与支給額のそれぞれに見合う標準賞与額の範

囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定するこ

ととなる。 

  



したがって、申立期間に係る標準賞与額については、前述の賞与支払明細

書等の写しにより確認できる賞与支給額及び厚生年金保険料の控除額から、17

万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間当時に事務手続を行っていなかったとして、政府の

当該保険料を徴収する権利が時効により消滅した後の平成 25年 10月１日に賞

与支払届を提出していることから、年金事務所は、申立人に係る申立期間の標

準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

  



九州（熊本）厚生年金 事案 5016 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格

取得日に係る記録を昭和 57 年 12 月 31 日に訂正し、当該期間の標準報酬月額

を 18万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 57年 12月 31日から 58年１月１日まで 

年金事務所で年金記録を確認したところ、申立期間の厚生年金保険の被

保険者記録が無いことが分かった。当該期間はＡ社Ｃ支店から同社本社へ

転勤した時期であるが、継続して勤務していたので、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の被保険者記録、Ｂ社Ｃ支店が提出した申立人に係る辞令簿、人

事記録及び申立期間に係る給与支給明細書並びに同社の回答から判断すると、

申立人がＡ社に継続して勤務し（Ａ社Ｃ支店から同社本社に異動）、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

る。 

なお、異動日については、前述の人事記録によるとＡ社Ｃ支店から同社本

社への異動は昭和 57 年 12 月 29 日とされており、申立期間においては同社本

社に在籍していたことが確認できることから、同年 12月 31日とすることが妥

当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 58

年１月分の給与支給明細書において確認できる保険料控除額から、18 万円と

することが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

  



否かについては、Ｂ社は不明と回答しており、このほかに確認できる関連資料

及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所（当

時）に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2748 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 45年９月から 55年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生  

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45年９月から 55年９月まで 

昭和 55 年頃、Ａ市に所在する自宅に行政機関の職員が国民年金の加入勧

奨に来たことを契機に、私の母が私の国民年金の加入手続を行い、金額や

期間については分からないが国民年金保険料を納付し、年金手帳を受け

取った。その後、母から年金手帳を渡され、今後は自分で納付するように

言われた記憶がある。 

また、私が現在所持している年金手帳の国民年金の「初めて被保険者と

なった日」欄には、「55 年＊月＊日」を訂正して「45 年＊月＊日」と記載

されている。 

母が保険料を納付したのは間違いないので、申立期間の保険料が未納と

されていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由  

   申立人は、昭和 55 年頃、Ａ市に所在する自宅に行政機関の職員が国民年金

の加入勧奨に来たことを契機に、母親が申立人の国民年金の加入手続を行い、

国民年金保険料を納付したと申し立てている。 

しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金手

帳記号番号は昭和 59年 10月に払い出されていることが推認できるところ、当

該払出時点では、申立期間に係る保険料は時効により納付することができない。 

また、申立人は、国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与してお

らず、これらを行ったとする申立人の母親は、納付したとする保険料の金額及

び納付期間についての記憶が明確ではなく、納付状況が不明である。 

さらに、申立人は、現在所持している年金手帳の国民年金の「初めて被保

険者となった日」欄には、「55 年＊月＊日」を訂正して「45 年＊月＊日」と

  



記載されていると供述しているところ、Ａ市は訂正が行われた経緯は不明であ

る旨回答しているが、申立人について被用者年金制度への加入記録が確認でき

ないことから、申立人が初めて国民年金の被保険者資格を取得したのは申立人

の 20歳到達日（昭和 45年＊月＊日）であるとみて、当該日に遡って前述の訂

正が行われたと考えても不自然ではない。 

加えて、申立人に別の記号番号が払い出されていることをうかがわせる事

情も見当たらず、申立人及びその母親が申立期間の保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を

納付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

  

  



九州（熊本）国民年金 事案 2749 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 43 年１月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年１月から 50年 12月まで         

  私の国民年金の加入手続は、昭和 43 年１月頃に父が行い、国民年金保険

料の納付も父又は母が行ったにもかかわらず、申立期間が未納期間とされ

ていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 43 年１月頃に申立人の父親が国民年金の加入手続を行った

と申し立てているが、国民年金手帳記号番号払出簿により、申立人の国民年金

手帳記号番号は、53 年２月３日に払い出されていることが確認でき、当該払

出時点において、申立期間の国民年金保険料は時効により納付することができ

ない上、申立期間において、申立人に別の記号番号が払い出されていたことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

また、申立人が申立期間に住民登録していたとするＡ市及び申立期間後に

居住していたとするＢ市には、申立人が申立期間に係る保険料を納付したこと

を確認できる資料は無く、申立人がその後転居したＣ市の申立人に係る国民年

金被保険者名簿には、申立期間は未納と記録されている。 

さらに、申立人は、申立期間当時の保険料は月額 6,000 円くらいであった

こと、及び結婚した数年後に、滞っていた保険料を納付してもらうため自身の

母親に現金 20 万円を渡し、昭和 50 年 12 月までの保険料納付が済んだと母親

から報告を受けた記憶もあることを述べているが、申立人が述べている保険料

額は、申立期間当時の保険料額又は申立人の記号番号が払い出された時期より

後に行われた第３回特例納付により申立期間の保険料を納付した場合に必要と

なる保険料額と符合しない。 

加えて、申立人は、申立期間の国民年金の加入手続及び保険料の納付に関

  



与していない上、申立人の国民年金の加入手続及び保険料納付を行ったとする

申立人の両親は既に死亡しており、申立期間当時の国民年金の加入状況及び保

険料の納付状況は不明である。 

また、申立人及び申立人の両親が申立期間の保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納

付していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

  



九州（福岡）国民年金 事案 2750 

  

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年 10月から 51年 10月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 43年 10月から 51年 10月まで 

  国民年金の加入手続は、私の夫が、昭和 43年 10月頃、Ａ市Ｂ区役所又は

同市Ｃ区役所で行い、申立期間の国民年金保険料の納付も行った。申立期

間の保険料が納付したことになっていないので、納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立人は、申立人の夫が昭和 43年 10月頃、Ａ市において国民年金の任意加

入手続を行ったと申し立てているところ、国民年金手帳記号番号払出簿により、

申立人の国民年金手帳記号番号は、51 年 11 月にＤ市Ｅ区で払い出されている

ことが確認でき、当該払出時期以前に申立人に対して別の記号番号が払い出さ

れたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 また、申立人に係るＤ市Ｅ区の国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者

台帳により、申立人が昭和 51 年 11 月 24 日に国民年金の任意加入被保険者と

なっていることが確認できるところ、任意加入被保険者は、制度上、遡って国

民年金に加入することはできず、申立人の夫は、申立人の申立期間に係る国民

年金保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

 さらに、申立人及び申立人の夫が申立期間の保険料を納付していたことを示

す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付

していたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 

 

 

 

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5017 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 また、申立期間②について、厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：   

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： ① 昭和 53年 12月 31日から 54年１月１日まで 

           ② 昭和 54年１月１日から同年１月５日まで 

  私は、昭和 53 年 12 月 31 日までＡ社（現在は、Ｂ社）に勤務し、54 年１

月１日からＣ社（現在は、Ｄ社）に転籍したが、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者記録が確認できないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、雇用保険の被保険者記録により、申立人がＡ社を昭

和 53年 12月 30日に離職していることが確認できる。 

また、Ｂ社が提出したＡ社に係る申立人の厚生年金保険被保険者資格喪

失確認通知書の写しにより、同社が申立人の退職日を昭和 53 年 12 月 30 日、

厚生年金保険被保険者資格の喪失日を同月 31 日として社会保険事務所（当

時）に届け出たことが確認できる上、同資格喪失日は、同社に係る厚生年

金保険被保険者名簿に記載されている申立人の同資格喪失日と一致してお

り、遡って修正されるなど不自然な点は見当たらない。 

さらに、申立期間①当時、Ａ社において社会保険事務及び給与計算事務

を担当していた者は、当時の同社の取扱いとして、厚生年金保険料は翌月

控除であったため、月末退職者については、退職月に支払う給与から厚生

年金保険料を２か月分控除する必要があるが、これを避けるため、月末日

を厚生年金保険被保険者資格の喪失日として、社会保険事務所に届け出て

いた旨供述している。 

加えて、Ｂ社は、Ａ社における厚生年金保険料控除に係る関係資料を保

  



管していないため、申立人の申立期間①に係る同保険料の控除について確

認できないが、申立人の厚生年金保険被保険者資格の喪失日が、昭和 53 年

12 月 31 日となっていることから、同社は、申立人の給与から同年 12 月の

同保険料を控除していないと思う旨回答している。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立人は、昭和 54 年１月１日にＣ社に転籍したと

申し立てているものの、雇用保険の被保険者記録により、申立人が同月５

日に、同社において同被保険者資格を取得したことが確認できる。 

また、Ｄ社は、申立人の申立期間②に係る勤務実態を確認できる資料を

保管しておらず、申立人が当該期間にＣ社に勤務していたことを確認でき

る関連資料及び供述を得ることができない。 

さらに、Ｃ社に係る厚生年金保険被保険者名簿に記載されている申立人

の同資格の取得日は、オンライン記録と一致しており、遡って修正される

などの不自然な点は見当たらない。 

このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は、見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人の申立期間②に係る厚生年金保険被保険者記録の訂正を認めること

はできない。 

 

 

  



九州（鹿児島）厚生年金 事案 5018 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49年８月 29日から 50年１月１日まで 

私は、申立期間において、Ａ事業所のＢ部門に勤務していたが、当該期

間の厚生年金保険被保険者記録が確認できない。雇用されていた会社名は、

Ｃ社（当時は、Ｄ社）であったか、Ｅ社（当時は、Ｆ社）であったか定か

ではないが、厚生年金保険料は、給与から控除されていたと思うので、申

立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

  

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間における雇用保険の被保険者記録が確認できない上、Ｃ

社及びＥ社は、申立期間当時の資料を保管していないため、申立人の勤務実

態については不明であると回答していることから、申立人の当該期間におけ

る両申立事業所に係る勤務実態を推認することができない。 

また、申立期間におけるＤ社及びＦ社に係る各健康保険厚生年金保険被保

険者名簿において、申立人の厚生年金保険被保険者記録を確認することはで

きない上、当該期間における両事業所の健康保険の整理番号に欠番が無いこ

とから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、Ｃ社及びＥ社が申立期間当時の資料を保管していないことから、

当該期間における申立人の厚生年金保険の加入状況及び給与からの厚生年金

保険料の控除について確認することはできない上、申立人は、当該期間に係

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

給与明細書等を所持しておらず、ほかに、当該期間における厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  



九州（大分）厚生年金 事案 5019 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、全ての申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生

年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年８月 

                    ② 平成 15年 12月 

 Ａ社に勤務していた期間における厚生年金保険の標準賞与額の記録が漏れ

ている可能性があると年金事務所から連絡を受け、申立期間における標準

賞与額の記録が無いことが分かった。 

 申立期間において、Ａ社から賞与の支給を受け、当該賞与から厚生年金保

険料を控除されていたと思うので、標準賞与額の記録として認めてほしい。 

      

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社が提出した申立人に係る平成 15 年の賃金台帳により、給与の支給は確

認できるが、申立期間の賞与が支給されたことは確認できない。 

また、Ｂ金融機関から提出された申立人に係る「預金取引明細照会」によ

り、前述の賃金台帳に記載されている給与の差引支給額と一致する額がＡ社か

ら振り込まれていることは確認できるが、申立期間の賞与の振込みについては

確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていた事実を確認できる賞与明細書等の関連資料及び周辺事情は

見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  



九州（福岡）厚生年金 事案 5020 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 28年６月１日から 29年 10月 31日まで 

  ② 昭和 31年５月１日から 32年 10月 11日まで 

社会保険労務士に厚生年金保険の被保険者記録を調査してもらったとこ

ろ、Ａ社に勤務していた申立期間については、脱退手当金の支給済期間と

されていることが分かった。 

私は脱退手当金を請求したことも、受け取ったことも記憶していないの

で、脱退手当金の支給記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間②における申立

人の欄には、申立人に脱退手当金が支給されたことを意味する「脱」の表示が

記されている上、申立期間に係る脱退手当金の支給額に計算上の誤りは無いな

ど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された時期は通算年金制度創設前で

あり、20 年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できな

かったことから、申立事業所を退職後、厚生年金保険への加入歴が無い申立人

が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、申立人から聴取し

ても、受給した記憶が無いというほかに、脱退手当金を受給していないことを

うかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 

  



九州（長崎）厚生年金 事案 5021 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住    所 ：  

         

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年６月 30日から 54年９月１日まで 

           ② 昭和 55年８月 15日から 58年８月１日まで   

  私は、昭和 40 年 12 月にＡ社に就職し、申立期間前後を通じて平成７年

12月まで同社に継続して勤務していた。 

  Ａ社での勤務期間途中において、自身が事業を行っていた事業所における

厚生年金保険に加入した時期はあったが、その期間も含めて同社に勤務し

たことは間違いなく、給与から厚生年金保険料が控除されていたと記憶し

ている。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、自身が事業を行っていた事業所で厚生年金保険に加入した期間

を含め、昭和 40年 12月７日から平成７年 12月 30日までの期間において、Ａ

社に継続して勤務していたと主張している。 

しかしながら、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票（以下「被

保険者原票」という。）により申立期間①又は②における厚生年金保険の被保

険者記録が確認できる同僚のうち、連絡先が判明した 20 人に照会したところ、

回答があった 11 人のうち申立人を記憶している１人は、「申立人は、一度、

Ａ社を退職し、その後、時期は明確ではないが、同社に再就職したことを記憶

している。」と供述しているとともに、ほかの 10 人からは、申立人の申立期

間①及び②に係る勤務実態に関する供述を得ることができない。 

また、申立人に係る雇用保険の被保険者記録においても、申立人が、Ａ社

を一旦離職した後に、同保険の被保険者資格を再取得していることが確認でき

ることから、申立人が申立期間①及び②を通じて同社に継続して勤務していた

  



ことがうかがえない。 

さらに、前述の同僚からは、申立人の申立期間①及び②に係る事業主によ

る厚生年金保険料の控除に関する供述を得ることができない上、Ａ社は、「申

立期間①及び②における賃金台帳及び出勤簿は保管していないため、当該期間

に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除については不明である。」と回答し

ている。 

加えて、Ａ社が保管している申立人に係る「健康保険厚生年金保険被保険

者資格取得確認および標準報酬決定通知書」及び「健康保険厚生年金保険被保

険者資格喪失確認通知書」の写しに記載されている厚生年金保険被保険者資格

の取得日及び喪失日は、被保険者原票及びオンライン記録と一致していること

が確認できる。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



九州（佐賀）厚生年金 事案 5022 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ：  大正 13年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 17年１月１日から 21年頃まで 

   私は、申立期間についてＡ社Ｂ事業所に勤務していたが、厚生年金保険の

被保険者記録が確認できない。 

申立期間のうち、徴用によりＣ社Ｄ事業所で勤務した期間においても、

Ａ社Ｂ事業所から受け取った昭和 20 年上期及び 21 年上期の賞与明細書を

所持していることから同社同事業所に在籍していたと思う。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が、Ａ社Ｂ事業所の同僚として姓名を挙げた者の供述並びに申立人が

提出した同社同事業所から受け取った昭和 20年上期及び 21年上期の賞与明細

書により、期間の特定はできないものの、申立人が同社同事業所に勤務してい

たことはうかがえる。 

 しかしながら、適用事業所名簿によると、Ａ社Ｂ事業所は既に厚生年金保険

の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主の連絡先が確認できないこと

から、申立人の同社同事業所における申立期間に係る勤務実態や事業主による

厚生年金保険料の控除などについて確認できる関連資料及び供述を得ることが

できない。 

 また、Ａ社Ｂ事業所に係る健康保険労働者年金保険被保険者名簿（以下「被

保険者名簿」という。）により申立期間において厚生年金保険の被保険者記録

が確認できる同僚に照会しても、申立人の申立期間に係る勤務の実態及び厚生

年金保険料の控除に関する供述を得られない。 

 さらに、申立人が姓名又は姓のみを挙げたＡ社Ｂ事業所の複数の同僚のうち、

申立人が同じ職種であったとする二人については、被保険者名簿及び厚生年金

 

  

  

  

 



保険被保険者台帳によると、申立人が徴用によりＣ社Ｄ事業所に勤務していた

としている期間中の昭和 19年 10月１日に厚生年金保険被保険者資格を取得し

ており、ほかの同僚の中には、被保険者名簿において厚生年金保険の被保険者

記録が確認できない者がいる。 

  加えて、申立人は、徴用によりＣ社Ｄ事業所で勤務し同社同事業所において

厚生年金保険に加入していた昭和 18年８月 20日から 20年８月 15日までの期

間及びその後の期間についても、Ａ社Ｂ事業所に在籍していたことが確認でき

る資料として、昭和 20年上期及び 21年上期に係る賞与明細書を提出している

ものの、当該資料では、厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことまでは確認できない。 

  また、被保険者名簿において、申立人に係る厚生年金保険の被保険者記録は

確認できず、健康保険の整理番号に欠番が無いことから、申立人の記録が欠落

したものとは考え難い。 

  さらに、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、申立人の

申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺

事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

 

 

 

 

  



九州（宮崎）厚生年金 事案 5023 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ：  昭和 18年生 

住    所 ：   

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47年４月 29日から 48年９月３日まで 

私は、昭和 34 年４月から 49 年 10 月までＡ社に継続して勤務していたに

もかかわらず、申立期間に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できな

い。 

申立期間については、Ａ社Ｂ事業所に勤務しており、給与から厚生年金

保険料を控除されていたはずなので、調査の上、厚生年金保険の被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間について、Ａ社Ｂ事業所に勤務していたと主張してい

るが、同社同事業所に係る厚生年金保険被保険者原票（以下「被保険者原票」

という。）により当該期間における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる

複数の同僚の供述からは、申立人が当該期間当時に、同社同事業所に勤務して

いたことをうかがえない。 

また、Ａ社Ｂ事業所は昭和 50 年 11 月１日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっており、同社に係る商業登記簿も廃棄されていることから、申立期

間当時の事業主を特定することができず、申立人の申立期間に係る勤務状況、

厚生年金保険料の給与からの控除について確認できる関連資料及び供述を得る

ことができない。 

さらに、被保険者原票によると、申立人の申立期間前後に係る厚生年金保

険の被保険者記録は、昭和 39 年 12 月 21 日に厚生年金保険被保険者資格を取

得し、47年４月 29日に同資格を喪失した後、48年９月３日に別の整理番号に

より同資格を再度取得しており、これらはオンライン記録と一致していること

が確認できる。 

  



加えて、申立人の雇用保険の被保険者記録については、事業所名は確認で

きないが、申立期間の終期と同日の昭和 48 年９月３日を取得日とする同被保

険者記録は確認できるものの、申立期間に係る記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料は無く、ほかに、申立

人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及び

周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 

  




